
健康経営優良法人2027申請開始ウェビナー

今年度調査票／申請書の用語解説

2026年8月27日

経済産業省 商務・サービスグループ ヘルスケア産業課

1



2

０. 骨太の方針2026
１. 睡眠の質向上に向けた取組促進
２. テーマ別ベストプラクティス
３. 企業の健康投資額
４. ライフデザイン経営
５. PHRデータの利用促進

【目次】



3

０. 骨太の方針2026
１. 睡眠の質向上に向けた取組促進
２. テーマ別ベストプラクティス
３. 企業の健康投資額
４. ライフデザイン経営
５. PHRデータの利用促進



4

（攻めの予防医療と疾病対策）
国民のWell-beingの向上と健康寿命の延伸を図り、誰もが社会の担い手として活躍できる日本を実現する。「攻めの予防医療」
を推進し、健康増進、肥満症を含む疾病予防、早 期発見、早期介入及び行動変容に関係機関が連携して取り組む。栄養・食生
活を含む健康 リテラシーの向上、地域住民の健康増進に資する薬局機能及び薬剤師の果たす役割の強化、 学齢期の健康診断の
在り方の見直し135、予防接種、ＨＩＶや性感染症の予防、下水サーベ イランス等の感染症対策、がん検診や精密検査の受診率
向上、循環器病・糖尿病を含む生活習慣病等の予防、いわゆる国民皆歯科健診の具体化（歯周病検診の対象拡大や就労世代 の
歯科健診の更なる充実）、口腔と全身の健康の関係に基づく歯科疾患対策・口腔健康管 理136、認知症の早期診断・早期対応、
予防・医療・介護を通じた切れ目のないリハビリテー ション137、ＰＨＲの利活用と情報連携を推進する。更年期世代の女性へ
の医療の推進や女性の健康総合センターの機能強化、「プレコンセプションケア推進５か年計画」138の工程 表の策定と実行、
企業と保険者のコラボヘルス、睡眠対策を含む健康経営の推進等139、予防・健康づくりを支えるヘルスケア産業の育成等140を
図る141。

（人材総活躍・誰一人取り残されない社会の実現）
 若者や女性を含めた労働者の「働きがい」と「働きやすさ」の向上に向けて、男女間賃金差異の是正等に向けた職場の雇用管
理上の問題への対応、「成長戦略」分野における女性活躍、仕事と育児・介護等との両立支援、性差に基づく健康問題への対
応、女性の活躍を阻む固定的な性別役割分担意識等の解消等について、関連する基本計画等66に基づく取組を強力に進める。

66 「第６次男女共同参画基本計画」（令和８年３月13日閣議決定）、「女性活躍・男女共同参画の重点方針2026」（令和８年６月25日すべての女性が輝く社会づくり本部・男女共同参画推進本部決定）、「地域未
来戦略」、「高齢社会対策大綱」（令和６年９月13日閣議決定）、「「地域働き方・職場改革」の今後の方向性について」（ 令 和８年６月４日第５回地域働き方・職場改革等推進会議）。135 小児期からの切れ目
のない予防医療の観点を含む。 
136 オーラルフレイル対策等を含む。 
137 効果的な訪問リハビリテーションの充実を含む。 
138 令和７年５月22日プレコンセプションケアの提供のあり方に関する検討会決定。性別を問わず、適切な時期に、性や健康に関する正しい知識を持ち、妊娠・出産を含めたライフデザイン（将来設計）や将来の健
康を考えて健康管理を行う概念であるプレコンセプションケアについて、５か年計画を決定。 
139 運送業での睡眠時無呼吸対策、睡眠障害の医療アクセス向上と睡眠研究の推進、睡眠ガイド等の普及啓発、睡眠等のデータを活用したサービス創出のためのエビデンス構築支援など睡眠関連の市場拡大や企業支
援も併せて一層取り組む。 
140 いわゆる「統合医療」の研究及び普及啓発を含む。 
141 「性差に由来する健康課題等への対応を推進するための論点整理」（令和８年５月25日攻めの予防医療に向けた性差に由来するヘルスケアに関する副大臣等会議取りまとめ）を踏まえて取組を推進する。

経済財政運営と改革の基本方針 2026 令和8年7月21日閣議決定
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（１）-① 睡眠の質向上に向けた取組促進
• 睡眠は健康を支える最も重要な要素の一つであり、また睡眠不足による業務パフォーマンスの低下や心の健康に与える

影響についても研究が進んでいる。

• そのため、経済財政運営と改革の基本方針2026において、「睡眠対策を含む健康経営の推進」が明記されている他、
2026年3月に睡眠に関連する2つの業界団体から、連名で睡眠関連商品及びサービスに関する業界自主ガイドラインが公
表された。

• 加えて2026年6月より医療機関が「睡眠障害」を診療科名に使えるようになり、診療科として認識されることで受診の
ハードルが下がり、早期に適切な治療を受けられることが期待されている。

• 上記背景を踏まえ、令和８年度健康経営度調査（大規模法人部門）においては、「睡眠の質向上に向けた取組」を新た
な調査項目として設けている。

令和７年度 令和８年度

３．制度・施策実行
Ⅱ.具体的な健康保持・増進施策

Q 食生活の改善に向けた取組

Q 運動機会の増進に向けた取組

Q

従業員の生産性低下防止への施策
（睡眠、肩こり・腰痛、飲酒、花粉症、
眼精疲労などを含む）

Q 長時間労働者への対応に関する取組

Q 心の健康保持・増進に関する取組

３．制度・施策実行
Ⅱ.具体的な健康保持・増進施策

Q 食生活の改善に向けた取組

Q 運動機会の増進に向けた取組

Q 睡眠の質向上に向けた取組

Q

従業員の生産性低下防止への施策
（肩こり・腰痛、飲酒、花粉症、
眼精疲労などを含む）

Q 長時間労働の予防と事後対応

Q 心の健康保持・増進に関する取組
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• 睡眠を含む健康リテラシー向上のための取組や、睡眠により十分な休養が取れている人の割合などの現状把握は従来より
調査票に盛り込まれているが、企業における睡眠の質向上の取組が多様化していることを踏まえ、設問の選択肢を拡充す
る。

令和７年度

令和８年度

（１）-② 睡眠の質向上に向けた取組促進
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（参考）睡眠障害/業務中の眠気による生産性の低下予防の取組を行う企業の割合

令和7年度健康経営度調査票集計（大規模法人部門）

60.8%

5.1%

18.9%

39.6%

47.1%

35.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

仮眠室の設置

仮眠制度の導入

SAS検査の実施

睡眠改善アプリの導入

睡眠関連指導の導入

その他

※令和７年度健康経営度調査票におけるQ56の設問＜a.睡眠障害や、業務中の眠気による生産性の低下予防＞（いくつでも）を集計。n=4175



（参考）睡眠関連のリテラシー向上等に関する設問

従業員の教育に関する設問では、選択肢に「睡眠」が含まれている

令和8年度健康経営度調査（大規模法人部門）

9

従業員の健康診断の結果数値に関する設問では、「睡眠により十分
な休養が取れている人」の割合の記入を求めている
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選定フロー

審査対象の抽出

• 前提条件に基づき審査対象を抽出。
11月末

エントリー

• 調査票・申請書にテーマ別に実施内容を記載。
～10月中

12月末

自由記述に対する事務局採点実施

• 大規模法人30社、中小規模法人100社ほどを選定。中小規模法人は、
偏りなく選定できるよう業種・従業員数・所在地情報を基礎情報として付記。

1月中旬
審査員への審査資料展開

• 事務局採点、基礎情報を付記し、審査員へ審査対象企業の情報を展開。

1月下旬～
2月上旬

審査委員による審査

• 大規模法人10社、中小規模法人40社を選定。

3月
選定企業公表

• 企業名・取り組み概要、審査員からのコメントを資料化して公表。

選定方法

先進性
取り組み内容が先進的であるか・課題解決の新たな着眼点が
あるか

横展開の
可能性

自社だけにとどまらず、他社でも真似できる・真似しやすい
取り組みか

実効性
施策のKPI達成に対する創意工夫がどのような効果を
もたらしたか

加点要素
他省庁での認定取得状況（くるみん・えるぼし・スポーツエール

カンパニー2026・食育実践優良法人2026・令和7年度なでしこ銘柄・
令和7年度がん対策推進優良企業）

健康経営の基本
（前提要件）

経営方針に基づき健康経営の推進方針・目標・KGIを設定し、
目標達成状況の評価を実施していること

健康経営の4側面のうち、
資金や企業規模の影響が
少ない1.経営理念・方針、
4.評価・改善のいずれの
スコアも偏差値60以上

ブライト500申請法人
であること

大規模 中小規模

選
定
基
準

10社 40社

（２）テーマ別ベストプラクティス

• 経済産業省では、政策的観点から企業への取組を促したい以下①～⑤のテーマについて、先進的かつ実効的な取り組み
内容を収集し、大企業10社・中小企業40社を選定し公表する予定。
①女性の健康保持・増進に向けた取組 ②仕事と介護・治療・子育ての両立支援の取組 ③睡眠の質向上に向けた取組
④高年齢従業員に配慮した健康づくりや職場環境整備の取組 ⑤その他（①～④に当てはまらない取組）

• 審査は、健康経営の基本を確認した上で、先進性、横展開の可能性、実効性の３つの基準から判断する。また、くるみ
ん・えるぼし、スポーツエールカンパニー、食育優良実践法人等の他省庁の認定取得を加点要素とする。
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令和８年度健康経営度調査

（３）企業の健康投資額
• 戦略17分野における「主要な製品・技術等」の官民投資ロードマップにおいて、デジタルヘルスサービスの国内市場を拡大
するため、企業・保険者による健康投資額を2025年から2040年までに約２倍に拡大することを目標に掲げているところ。

• 健康経営度調査においても、令和８年度健康経営度調査（大規模法人部門）を通じて、健康経営に取り組む企業の健康投資
額を把握する。

• なお、企業の健康投資額については政策的観点からの実態把握を目的としていることから、大規模法人部門のみを対象とし、
また、評価対象とはしない方針とする。
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（参考）健康投資に関わる費用
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• 「ライフデザイン経営」とは、「社員がキャリアとライフを両立し、充実したライフデザインを実現できる環境を提供す
ることで、人材の能力を最大限引き出し、企業価値向上につなげる経営のあり方」である。

• 少子化の進展とともに人手不足が深刻化する中、ライフイベントとキャリア形成の両立に資する取り組みの拡大やサービ
スの活用・普及が重要である。経済産業省では、企業の取り組みとしてのライフデザイン経営の推進、企業や個人が提
供・活用できるライフデザインサービスの創出・振興を行っている。

（４）-① ライフデザイン経営

出所：経済産業省HP https://lifestage-service.go.jp/articles/lifedesign_explanation_04/

https://lifestage-service.go.jp/articles/lifedesign_explanation_04/
https://lifestage-service.go.jp/articles/lifedesign_explanation_04/
https://lifestage-service.go.jp/articles/lifedesign_explanation_04/
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• 経済産業省が行った「ライフデザインサービス導入実証事業」のサービス利用者アンケートによると、ライフデザイン経
営に取り組むことで自らの生活・人生やキャリア充実への展望や自律的な意識が高まるとの回答が多く見られた。また、
企業向けのアンケート調査からは、ライフデザイン支援に取り組んでいる企業は、「従業員エンゲージメント」や「男性
育児休業取得率」が高い傾向も確認できた。

（４）-② ライフデザイン経営
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• ライフデザイン経営の推進は、個人のウェルビーイング向上とともに、エンゲージメント向上等を通じた生産性や企業価
値向上に資することも期待できることから、企業として健康経営の一環としてライフデザイン経営に取り組む意義がある。

• 令和８年度健康経営度調査（大規模法人部門）のアンケート項目として、ライフデザイン経営の認知度・必要性・取組内
容について問う設問を新設する。

（４）-③ ライフデザイン経営

令和8年度健康経営度調査（大規模法人部門）
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（５）-① PHRデータの利用促進
• ※PHR（Personal Health Record） とは、「生涯にわたる個人の健康・医療情報のことで、個人が電子記録として保管

し、自身の健康増進等に活用することが期待されるもの」。また、PHRサービスとは、「個人の予防・健康づくりや、医
療・介護の現場で役立てること等を目的に、PHRを保存及び管理並びにリコメンド等を行うサービスのこと」  
（PHRサービス提供者による健診等情報の取扱いに関する基本的指針より）

• 経済産業省では、デジタルヘルスサービスの推進に向けて、個人の健康データの利活用とその環境整備を推進。関連省庁

と連携したマイナポータルから取得できるデータをPHR事業者が活用するための指針策定や、民間団体と連携したライフログデータの標準化等の
「❶事業環境整備」、様々な分野と連携した「❷ユースケース創出」を促進

※成長戦略の戦略17分野における「主要な製品・技術等」の官民投資ロードマップにおいて「データやAIを活用したサービスの高度化と医療等との連携促進」が講じるべき政策として掲げられている。
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活用しているデータPHRデータの活用促進の取組

健診結果・ライフログ
いずれも

同サービスで提供
42%

提供していない
28%

ライフログのみ
8%

健診結果・ライフログ
いずれも

別サービスで提供
10%

健診結果のみ
12%

実施していない
40%

実施している
60%

出典：2025年度 大規模法人部門健康経営度調査 回答数

（５）-② PHRデータの利用促進
• 令和７年度健康経営度調査（大規模法人部門）に、PHRデータの利用促進に関する設問を新設。大規模法人部門において、

PHRデータの利用促進のための取組を実施している企業は約６割であり、PHRの活用が進んでいることが把握できた。ま
た、PHRデータを従業員へ提供している企業については、健診結果とライフログを同じサービスで従業員へ提供している
企業は約４割であった。

• 企業の健康経営担当者を対象とした民間調査において、PHRサービスの活用目的は、「全従業員の健康維持・増進」「特
定の不調・健康課題の改善支援」。達成したい健康経営のKGIは「労働生産性の向上」や「離職率の低下」、「1人あた
り医療費の抑制」が多い状況。（出典：2026年8月 PHRサービス事業協会 健康経営に資する PHR サービス定量調査）
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• 令和８年度健康経営度調査（大規模法人部門）では、PHRデータの活用実態をさらに適切に把握するために、導入してい
るサービス名や提供事業者を問う設問を追加する。

• また、中小企業は、取組フェーズに応じた従業員の健康保持・増進に向けた支援が出来ていないことが課題の一つであり、
組織全体の健康状態を客観的に把握し、取組フェーズに応じた従業員の健康保持・増進に向けた適切な課題解決を促して
いくことが必要。

• よって、 PHRデータ利活用の実態を把握し普及の可能性を検討する目的で、健康経営優良法人2027（中小規模法人部
門）認定申請書のアンケート項目として、PHRデータの導入状況を問う設問を新設する。

※青枠は、中小規模法人部門のアンケート項目として新設令和８年度健康経営度調査

（５）-③ PHRデータの利用促進
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